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第１ 【企業の概況】 

当社は、平成15年10月１日付で、日本アドバンストカードシステム株式会社と合併しております。次に掲載する数

字は、当社単体の数字であります。 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

  

第一部 【企業情報】

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

（カード発行高） (2,540,838) (3,226,055) (4,087,399) (5,464,258) (6,691,002)

売上高 (百万円) 25,523 27,395 35,637 30,892 28,135

経常利益 (百万円) 4,224 4,667 4,589 4,925 4,898

当期純利益 (百万円) 2,230 1,752 2,112 2,908 3,394

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 4,000 5,500 5,500 5,500 5,500

発行済株式総数 (株) 80,000 110,000 110,000 110,000 110,000

純資産額 (百万円) 16,136 21,706 23,652 26,631 29,000

総資産額 (百万円) 46,740 62,297 51,996 46,316 41,396

１株当たり純資産額 (円) 201,708.95 197,328.00 215,019.80 241,959.28 263,639.03

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
2,500

( －)

2,500

( －)

2,500

( －)

2,500

( －)

5,000

(2,500)

１株当たり当期純利益 (円) 27,877.93 18,445.05 19,208.73 26,298.80 30,862.18

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.5 34.8 45.5 57.5 70.1

自己資本利益率 (％) 14.7 9.3 9.3 11.6 12.2

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 8.5

配当性向 (％) 9.0 13.6 13.0 9.5 16.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― 1,020 △313 805 1,547

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― △3,441 1,632 △2,353 △1,935

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― △200 △275 △275 △550

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) ― 16,908 17,953 16,130 15,192

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕

(名)
128 

〔95〕
194

〔105〕
172

〔78〕
159 

〔49〕
164 

〔37〕



（注）１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので「 近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」につ

いては記載しておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 第15期から従来売上原価の控除項目としていた「カード未精算勘定取崩高」について「売上高（カード収入

高）」に含めて処理することと致しました。 

 したがいまして、以下に<参考情報①>としまして、第14期の売上高を第16期以降の基準に組替えて記載致

しました。 

<参考情報①> 

日本ゲームカード株式会社 

 
４ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

５ 証券取引法第193条の２の規定に基づき、第15期、第16期及び第17期の財務諸表につきましては、中央青山

監査法人、第18期の財務諸表につきましては、みすず監査法人の監査を受けておりますが、第14期の財務諸

表につきましては、監査を受けておりません。 

６ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

７ 第15期の各数値には平成15年10月１日付の日本アドバンストカードシステム株式会社との合併に伴う増加を

含んでおります。したがいまして、以下に<参考情報②>として日本アドバンストカードシステム株式会社の

主要な経営指標等を記載致しました。 

<参考情報②> 

日本アドバンストカードシステム株式会社の経営指標等 

回次 第14期

決算年月 平成15年３月

（カード発行高） (2,540,838)

売上高 (百万円) 28,687

回次 第９期 第10期

決算年月 平成15年３月 平成15年９月

（カード発行高） (1,525,827) (702,977)

売上高 (百万円) 11,176 4,539

経常利益 (百万円) 2,366 508

当期純利益 (百万円) 1,438 454

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) ― ―

資本金 (百万円) 3,000 3,000

発行済株式総数 (株) 60,000 60,000

純資産額 (百万円) 3,367 3,821

総資産額 (百万円) 35,626 29,864

１株当たり純資産額 (円) 56,119.05 63,699.24

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
―

( －)

―

( －)

１株当たり当期純利益 (円) 23,970.87 7,580.18

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 9.5 12.8

自己資本利益率 (％) 54.3 12.7



  

 
（１） 日本アドバンストカードシステム株式会社は連結財務諸表を作成しておりませんので「 近５連結会計

年度に係る主要な経営指標等の推移」については記載しておりません。 

（２） 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

（３）  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

（４）  第９期及び第10期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

（５） 株価収益率については、日本アドバンストカードシステム株式会社株式は非上場であり、かつ店頭登録

もしていないため記載しておりません。 

（６） 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

８ 日本アドバンストカードシステム株式会社につきましては、「カード未精算勘定取崩高」を売上原価の控除

項目としておりました。したがいまして、以下に<参考情報③>とし、平成19年３月期の基準に組替えて２期

分の売上高を記載致しました。 

<参考情報③> 

日本アドバンストカードシステム株式会社 

 
  

回次 第９期 第10期

決算年月 平成15年３月 平成15年９月

株価収益率 (倍)
― ―

配当性向 (％)
― ―

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 103
〔40〕

98
〔43〕

回次 第９期 第10期

決算年月 平成15年３月 平成15年９月

（カード発行高） (1,525,827) (702,977)

売上高 (百万円) 12,657 5,203



２ 【沿革】 

当社は、第三者発行型プリペイドカード事業を通じ、第三者機関として遊技業界の透明化を実現するとの社会的

使命を担い、遊技業界の健全なる発展に寄与することを目的とし平成元年８月25日に大阪市において設立されまし

た。 

 また、平成15年10月１日に日本アドバンストカードシステム株式会社（平成７年３月10日設立）を吸収合併し、

今日に至っております。 

  

 
  

  

参考情報：日本アドバンストカードシステム株式会社 

 
  

年 月 主要な事業所展開の変遷状況

平成元年８月 当社設立（大阪府大阪市北区西天満）

平成６年９月 本社移転（大阪府大阪市北区野崎町）

平成15年10月 日本アドバンストカードシステム株式会社を吸収合併

同 本社移転（東京都渋谷区道玄坂）

平成17年８月 本社移転（東京都渋谷区渋谷）

年 月 主要な事業所展開の変遷状況

平成７年３月 本社開設（愛知県名古屋市中村区）

平成15年10月 日本ゲームカード株式会社との合併により消滅



３ 【事業の内容】 

当社は、全国の遊技場向けにプリペイドカードシステムとカードシステム関連機器及びカードを販売し、その決

済情報等の収集・管理・監視・保守を行う「カードシステムトータル事業」を運営しております。当事業を通じて

遊技業界の健全な発展と豊かな社会の実現を目指しております。 

   プリペイドカードシステムについては、大きく分けて二つの種類があります。一つ目は第三者発行型と呼ばれる

販売者と購入者との間の決済を第三者である発行者が担うもの、二つ目は自家発行型と呼ばれる発行者及びその関

係者のみにおいて使用されるものであります。当社は、第三者発行型と呼ばれるタイプであります。 

   当該事業における取扱品目は、（ａ）機器（ｂ）カード（ｃ）システム使用料（ｄ）工事・保守の４品目に大別

されます。それぞれの詳細につきましては、次のとおりとなっております。 

  

ａ.機器について 

機器はカードユニット、券売入金機、精算機等を代理店経由で販売しております。 

カードユニットは磁気カード対応型、ＩＣカード対応型があります。券売入金機は入金された金額額面のカ

ードを発行する装置、精算機はカード残額の精算を行う装置です。 

ｂ.カードについて 

磁気カードは、当社にて金額情報を含めた諸情報を予め記録して、加盟店に販売します。 

磁気カードは額面1,000円、2,000円、3,000円、5,000円の使い切りカードです。 

ＩＣカードは、券売入金機または入金機能付カードユニットで入金(リサイクル)できます。 

ＩＣカードは、リサイクル可能な入金対応式で半永久的に使用可能であり、カード媒体の販売に加えて、遊

技者の消費金額に応じて加盟店から「情報管理料」を徴収します。 

  

ｃ.システム使用料について 

当社の も重要なインフラであるプリペイドカードシステムを運用するための費用として、カードユニット

の設置台数に応じたシステム使用料を徴収しております。 

  

ｄ.工事・保守について 

機器の設置工事は、カードユニット等の販売と合わせて代理店が加盟店との契約に基づき行います。カード

ユニット等の機器の保守は、代理店が加盟店との直接契約により行います。 

一方、当社が加盟店に設置し貸与する店内通信設備の工事については、委託業者に工事を委託し、工事代金

については当社から加盟店に請求します。 

なお、店内通信設備の保守については、原則として当社の負担で実施しています。 

  



事 業 構 造 
  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 

   



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) 有価証券報告書の提出会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、平成19年３月31日付退職者を含みます。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特に記載する事項はありません。 

  

  

名称 住所
資本金又は
出資金 

(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容所有
割合
(％)

被所有
割合
(％)

(その他の関係会社)
株式会社ＳＡＮＫＹＯ  (注) 群馬県桐生市 14,840 遊 技 機 の 製 造・販

売、遊技場店舗の設
計・内装工事、遊技
球補給装置製造・販
売、遊技場周辺機器
製造・販売

なし 40.1 パチンコ遊技機の製造販

売、周辺機器の販売を行っ

ており、当社の販売代理店

としてカードシステム機器

を販売し、通信機器の設置

工事・保守業務の請負等を

行っております。

役員の兼任は１名でありま

す。

株式会社データ・アート 東京都渋谷区 200 画像表示ソフト開
発、映像・音声編集
業務、コンピュータ
システム開発、損害
保険代理業、総合リ
ース業

なし 23.3 同社と当社の間に取引はあ

りません。

役員の兼任は１名でありま

す。

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

164〔37〕 38.0 6.3 6,150,990

 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、国際情勢、原油価格、株式市場いずれについても不安定な状況が続いてい

るものの、堅調な企業業績を背景として、設備投資が増加し雇用情勢についても改善が見られるなど景気は概ね

回復基調で推移しました。また、個人消費についても力強さはないものの、緩やかな回復路線を維持しました。 

 しかしながら、当遊技業界におきましては、依然として遊技場の減少・淘汰が続いていることに加え、パチス

ロ新基準適合機への入れ替えを控えた遊技場の設備投資意欲の減退や競合他社との競争が一段と厳しさを増して

いることもあり、当社にとって厳しい経営環境が依然として続いております。 

 このような状況のなかで、当社は販売代理店との連携を十分に深めながら、遊技場の規模・様態に応じた様々な

ニーズへの対応をはかり、お客様にご満足いただける商品・サービスの提供に努めました。また、当社の強みで

ある全国を網羅する営業基盤を十分に活用し、積極的な営業活動を行いました。 

 製品面では、前事業年度まで人気商品として当社の主力製品であった「BLICZ」から、お客様のニーズ及び将来

の需要動向を見据えて開発した低価格でありながら高機能を有する新製品「Luterna」へと販売の主軸を移し、

「BLICZ」に代わる新たな主力製品として市場に浸透させる等攻めの製品戦略を行っております。この結果、当事

業年度の機器販売台数は145,596台となり、前事業年度に比べて4,330台の増加となりました。 

 サービス面では、将来を見据え、当社の事業領域を拡大する戦略のひとつとして、業界初となる電子マネーサー

ビス「e-mon（イーモン）」を他社に先駆けて取り組み、市場へのサービスの提供を開始しております。 

 さらに、会社の利益体質の一層の改善をはかるため、継続して原価の低減に取り組むとともに、販管費について

も費用対効果を見極め、更なる圧縮を行っております。 

 以上の結果、当事業年度の業績は、売上高28,135百万円（前期比8.9％減）、営業利益4,826百万円（前期比

3.1％増）、経常利益4,898百万円（前期比0.5％減）、当期純利益3,394百万円（前期比16.7％増）となりまし

た。 

販売品目別の業績概況は、次のとおりであります。 

機器関連の売上高は、13,847百万円（同 7.5％減）となりました。 

カード関連の売上高は、5,134百万円（同 12.5％減）となりました。 

システム使用料関連の売上高は、8,481百万円（同 11.1％減）となりました。 

その他の事業については、売上高は672百万円（同 33.1％増）となりました。 

 なお、各販売品目別の主な増減内容等詳細については後述７「財政状態及び経営成績の分析」をご参照下さ

い。 

   

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べて937百万円減少し、

15,192百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

営業活動により得られた資金は、前事業年度に比べ742百万円増加し、1,547百万円となりました。 

投資活動においては、1,935百万円の資金の減少（前事業年度は2,353百万円の資金減少）となりました。 

財務活動においては、配当金の支払いにより550百万円の資金の減少となりました。 

 なお、各キャッシュ・フローの主な増減内容等詳細については後述７「財政状態及び経営成績の分析」をご参

照下さい。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当事業年度におけるカードの生産実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

当事業年度における受注実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当事業年度における販売実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

販売品目 生産高(百万円) 前年同期比(％)

カード 1,321 68.5

 

販売品目
受注高
(百万円)

前年同期比 
(%)

受注残高
(百万円)

前年同期比
(%)

ＩＣカード 309 56.4 26 112.74

ＶＩＣカード 14 112.3 1 ―

ＬＵＴＥＲＮＡ
カード

292 ― 30 ―

ＬＵＴＥＲＮＡ
コイン

126 ― 10 ―

合計 742 132.3 69 296.3

販売品目 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

機器 12,301 110.4

カード 1,208 82.9

合計 13,509 107.2

販売品目 販売高(百万円) 前年同期比(％)

機器 13,847 92.5

カード 5,134 87.5

システム使用料 8,481 88.9

工事 438 95.3

その他 233 520.5

合計 28,135 91.1



３ 【対処すべき課題】 

当社を取り巻く経営環境は、遊技場の減少傾向や競合他社との加盟店獲得競争の激化等、一段と厳しくなるこ

とが予想されます。この厳しい経営環境のなかで、当社が中長期的な成長を維持し、経営基盤を一層強固なもの

とするために取り組むべき課題は以下のとおりであります。 

  

（１）競争力の強化 

当社が現在事業を展開している市場は既に成熟しており、当面高い市場成長率を期待することはできない状

況であります。現在、競合他社との間で、成熟した市場の限られた店舗を奪い合う競争が展開されております

が、今後は更にこの競争状況が加速していくものと推測されます。当社がこのような競合他社との熾烈な競争

に打ち勝ち、リーディングカンパニーとしての地位を磐石なものとしていくためには、加盟店の維持・獲得が

大の課題であると考えており、以下の３点を中心に取り組んでまいります。 

・魅力ある新商品の開発 

・競合他社とのサービスの差別化 

・営業力の強化 

新商品開発に関しましては、遊技場及び遊技客の幅広いニーズを汲み取り、木目細やかに対応できるよう業

界の動向に常にアンテナを張り巡らせておりますが、将来を見据え顧客ニーズを的確に把握することにより、

一層魅力ある商品開発を積極的に進めてまいります。 

 競合他社との差別化に関しましては、当社は業界のリーディングカンパニーとして常に先端の技術を追求し

ておりますが、この技術追求の結果の成果物により他社との差別化をはかってまいります。当社が他社に先駆

けて開発いたしました電子マネーサービス「e-mon」もそのひとつであり、「e-mon」の浸透・発展により更な

る差別化が可能となります。 

営業力強化に関しましては、全国を網羅する営業基盤を効果的・効率的に活用し、加盟店の獲得及び販売台

数の増加に向け、当社売上に十分に貢献できる営業体制を確立するよう販売代理店施策も含め、取り組んでま

いります。 

  

（２）財務体質の強化 

当社は、第三者発行型のプリペイドカードを発行しており、当社加盟店との間では現金決済を伴う取引を実施

しております。従いまして、十分な財務基盤が、当社の信用力につながるため自己資本比率を重視した経営を行

っております。そのためには、中長期的な安定成長を続けることで企業価値を高め、利益を確保するとともに、

キャッシュ・フローも 大化し、更なる財務体質の強化に努めてまいります。 

  

（３）利益体質の強化 

当社にとって今後一層厳しい経営環境が見込まれる中、当社が今後継続して安定した利益を獲得していくた

めには、利益体質の更なる強化が重要な課題の一つであると考えております。 

このような考え方に基づき、当社では、全社員に採算意識、コスト意識を浸透させるとともに、各部門にお

いて原価や在庫、販管費等の徹底した予実損益管理を実施して、更なる利益体質の強化を図ってまいります。 

   



（４）新規事業の模索 

当社は、現在、加盟店舗数シェア１位という優位性のもと安定した利益を継続的に享受しております。しか

しながら、今後、更なる右肩上がりの拡大・成長を実現し、飛躍していくためには、現事業領域にとらわれるこ

となく、新たな事業領域を見い出し、新事業の創出、または新市場の開拓等を行っていくことが重要な課題であ

ります。新たな核となる事業を創出し、積極的に経営資源を投下することにより、当社の更なる成長戦略が実現

できるものと考えております。 

   

（５）新商品の開発 

新ＩＣカードシステム「Luterna」の開発に成功し、主力製品として市場に投入しご好評を得ておりますが、

市場ニーズの多様化、同業他社との開発競争等に対応するために、市場に評価される新製品を開発すべく、信頼

できる技術力及び高い研究開発能力のもと、絶え間ない開発を行い、新製品開発戦略を追求してまいります。 

   



４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績等に影響を及ぼす恐れのある事業等のリスクは、以下のとおりであります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末日（平成19年３月31日）現在において当社が判断し 

たものであります。 

      

（１）業界の動向に関するリスク 

①市場規模について 

加盟店舗の獲得及びその維持は、当社の収益拡大にとって重要な要素であります。当社の加盟店舗数は平成12

年12月末現在5,887店(被合併会社の日本アドバンストカードシステム株式会社を含む)から、平成18年12月末現在

3,106店と2,781店減少しておりますが、警察庁生活安全局発表の平成18年12月末の遊技場総数も、14,674店と平

成12年12月末からの６年間で2,314店減少しており、ホール間の淘汰が背景にあります。現在、当社は、付加価値

サービスを提供することにより、新たな収益源を確保しております。しかしながら、景気動向の変化等により当

社の計画通りに加盟店舗数が推移しない場合には、経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

②競合について 

プリペイドカードシステムにつきましては、販売者と購入者との間の決済を第三者である発行者が担う「第三

者発行型」と発行者及びその関係者のみにおいて使用される簡易型の「自家発行型」の二つに分類されます。 

当社設立以降７社が新規参入し、現在、当社を含めて９社がサービスを提供しております。当社が採用してお

ります「第三者発行型」システムは「自家発行型」システムに比べ、開発費やランニングコストが割高となる傾

向があります。当社としては、拡張性と付加価値の高い複合的・総合的サービスを提供することで他社との差別

化を図っており、一定の評価をいただいておりますが、新たな事業会社の参入、あるいは競合他社の動向によっ

ては、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

      

（２）セキュリティに関するリスク 

当社のプリペイドカードシステムは、創業以来17年の経験を活かし、ＩＣ式は勿論、磁気式もカード製造から

システムの監視まで十分なるセキュリティ対策がカード媒体、システム全体に施されております。 

しかしながら、ＩＴ関連の技術革新により、プリペイドカードの偽変造、不正使用問題が、今後発生する可能

性は否定できません。これらの事象が発生した場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

   

（３）個人情報に関するリスク 

平成15年５月30日に「個人情報の保護に関する法律」（以下、「個人情報保護法」）が公布・施行され、平成

17年４月１日に全面施行されております。当社は、同法における個人情報取扱事業者に該当します。 

当社は、個人情報の取扱いについて、「個人情報保護規程」を制定し法令及びその他の規範を遵守するととも

に、「個人情報保護責任者」を任命し、厳重なセキュリティ対策の下で、個人情報の適切な管理を行い、また個

人情報相談窓口を設け、社内外の関係者全員への教育を行う等の対応を取り、事故を未然に防ぐべく努力してお

ります。 

しかしながら、人為的過誤、ネットワーク及びシステムの不具合、ハッキングその他何らかの原因により個人

情報が流出した場合、当社の経営成績等に影響を与える可能性があります。 

  



（４）法的規制に関連するリスク 

    当社のパチンコプリペイドカード関連事業及びその商品の販売については、直接的な法規制は、受けておりま

せんが、当社の顧客である遊技場は、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」、「国家公安委員

会規則」及び「都道府県条例」等の規制を直接受けており、カードユニットの使用にあたっては使用許可の取得

または使用届けが義務付けられております。 

従って各種法的規制の改正が行われた場合、カードユニット等の遊技場への販売・設置に際して営業上の影響

を受け、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（５）重要な契約に関するリスク 

当社の事業は、以下のとおり特定の業者に依存している状況にあります。 

①商品の仕入先：当社の主力商品であるカードユニット（メダル貸し機、玉貸し機を含む）は、機種によりマ

ミヤ・オーピー株式会社またはインターナショナル・カード・システム株式会社に集約・限定されておりま

す。 

②システム設計・運用：当社の事業であるプリペイドカードシステムは、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

のシステム設計をベースとしており、システムの改善や機能追加などのシステム改造は同社に開発委託して

おります。また、全国の当社加盟店舗からのカードの発券消費情報の集信と情報処理業務を同社に委託して

おります。 

③電子マネーサービス：電子マネーサービス（エブリマネーサービス）提供にあたり、フェリカネットワーク

ス株式会社との間で、ｉモードFeliCaに関する共通領域利用契約を締結しております。 

  

当社は、上記企業とは今後も友好な関係を維持できるよう 善を尽くして行く所存ですが、取引条件や事業方

針等に関して合意できないような事態が起きた場合、当社事業に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（６）プリペイドカード発行に関連するリスク 

貸借対照表上のカード未精算勘定は、発行されたものの使用されていないカード額面残高の累計であり、プリ

ペイドカードの発行枚数（発行高）に比例して増減する性質を有しております。この未使用額面残高は、法人税

法上、４年前に発行されたカードのカード未精算勘定残高を取崩し、収益計上する（当社の場合、カード未精算

勘定取崩高として計上しております）ことが義務付けられております。 

なお、収益計上後に使用された場合は、会計上、収益のマイナス処理を行っております。 

また、 近の傾向としてプリペイドカードを顧客が利用しない、いわゆる現金入金可能なシステムが主力であ

ることから、プリペイドカードの発行枚数は激減しており、それに比例して平成13年３月期に35,986百万円あっ

たカード未精算勘定が、平成19年３月期には5,023百万円に減少しており、この傾向は今後も続くことが予想さ

れ、このような場合は、当社業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

   

（７）知的財産に関連するリスク 

現在当社は、事業運営にあたり如何なるロイヤリティ、特許使用料等も支払っておりませんが、今後、当社の

事業分野において第三者の特許が成立した場合や、当社の事業分野において当社が認識していない特許等が現在

成立している場合、当該第三者より当該特許に関する対価(ロイヤリティ)の支払い請求、または損害賠償及び使

用差止などの訴えを起こされる可能性があります。このような場合、当社事業に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

（８）自然災害等によるリスク 



当社システム運営の中枢ともいえる情報管理センターは、不測の事態に備え万全な管理体制及びバックアップ

体制をとっております。しかしながら、想定を超える地震・台風等の大規模自然災害や大規模な事故等が発生

し、情報管理センターに重大な被害を受け、システム障害等が生じた場合には事業活動に支障を生じ、当社の経

営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

 （１）システム・エンジニアリング・サービス契約 

 
（注）委託料については、委託業務に要したシステムエンジニアの稼動時間及び人数により算出されます。 

  

（２）売買基本契約 

 ① 

 
（注）売買価格については別途協議の上、個別に決定します。 

② 

 
（注）売買価格については別途協議の上、個別に決定します。 

  

（３）その他の契約 

 
（注）共通領域使用開始日は、平成17年４月28日となっております。 

  

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

当 社 株 式 会 社 エ ヌ・テ ィ・テ

ィ・データ

「情報管理センター」のソフト

ウェア維持管理及びシステム環

境維持管理に関する業務委託契

約

平成16年４月１日より１年間 

（以後１年毎の自動更新）

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

当 社 マミヤ・オーピー株式会社 カードユニット他カードシステ

ムに関連する機器本体、付属品

及び保守部品等に関する売買契

約

平成17年11月１日～平成18年

３月31日（以後１年毎の自動

更新）

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

当 社 インターナショナル・カー

ド・システム株式会社

カードユニット他カードシステ

ムに関連する機器本体、付属品

及び保守部品等に関する売買契

約

平成15年10月１日より１年間 

（以後１年毎の自動更新）

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

当 社 フェリカネットワークス 

株式会社

電子マネーサービス提供におけ

るｉモードFeliCaに関する共通

領域利用規約

平成16年５月10日～平成17年３

月31日（以後１年毎の自動更

新）



６ 【研究開発活動】 

 当社は、①お客様の顕在ニーズ及び潜在ニーズを的確に捉える、②常に 先端技術を追求するというコンセプ

トのもとで、一層の高品質・高セキュリティを実現すべく積極的な研究開発活動を行っております。  

 当事業年度は、前事業年度において新カードシステム「Luterna」及び電子マネーサービス「e-mon」という今

後当社の事業展開の軸となるべき研究開発案件が終了しておりますが、更にこれらの研究開発成果をより強固か

つ独自なものにすることにより競合他社との一層の差別化を図り、多様化するお客様のニーズに木目細やかな対

応ができるよう商品の改良を絶え間なく行い、主に既存技術の熟成と商品機能の向上に研究開発資源を振り向け

てまいりました。  

 その結果、当事業年度における当社の研究開発費総額は、541百万円となりました。  

 今後も、高い技術開発力と信頼のおける決済システムを併せもつ当社ならではの独自性・優位性を活かしなが

ら、商品の開発からシステムの開発に至るまで、幅の広い研究開発活動に取り組んでまいります。  

 また、お客様の潜在ニーズや市場ニーズの動向を常に注視しながら、将来を見据え効果的に研究開発資源を割

り当ててまいります。  

 以上のように、当社は引き続き当業界及び当社の発展に資するため、またお客様満足度を一層高めるために、

必要に応じた積極的な研究開発活動を推進していく所存であります。  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、提出日現在において当社が判断したものであります。 

（１） 財政状態について 

    ① 財政状態 

当事業年度末における資産の状況は、前事業年度末と比べて流動資産が3,304百万円、固定資産も1,615百万

円と伴に減少し、総資産では4,919百万円減少の41,396百万円となりました。 

 流動資産の主な減少要因は、カードシステムのＩＣ化によりカード額面未使用分の精算が可能となったこと

等により、加盟店に対する売上債権（勘定科目：営業未収入金）が4,169百万円減少したことによるものであ

ります。 

 固定資産の主な減少要因は、関係会社株式の売却による減少1,102百万円であります。 

 一方、負債では前事業年度末に比べて流動負債が6,342百万円、固定負債も946百万円と伴に減少し、負債合

計では7,289百万円減少の12,396百万円となりました。 

 流動負債の主な減少要因は、カードシステムのＩＣ化等と2002年度以前発行カードの未使用部分を収益計上

したため、カード未精算勘定が6,194百万円減少したことによるものです。 

 また純資産は、当期純利益が3,394百万円となったことにより、29,000百万円となりました。 

 これらにより、1株当たり純資産は、前事業年度末に比べて21,679円75銭増加し263,639円03銭となり、自己

資本比率は、前事業年度末の57.5％から大きく増加し70.1％となっております。 

  

  

② キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べて937百万円減少

し、15,192百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュフローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は1,547百万円（前年同期比92.1％増）となりました。収入の主な内容は、税

引前当期純利益5,220百万円、売上債権の減少4,552百万円及び減価償却費1,419百万円であり、支出の主な内

容は、カード未精算勘定の減少6,194百万円、法人税等の支払額1,252百万円、仕入債務の減少1,248百万円、

たな卸資産の増加793百万円及び関係会社株式売却益253百万円となっております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,935百万円（前年同期比17.8％減）となりました。支出の主な内容は、投

資有価証券の取得2,919百万円及び有価証券の取得1,495百万円であり、収入の主な内容は有価証券の償還

3,020百万円となっております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は550百万円（前年同期比100％増）となりました。これは配当金の支払による

ものです。 

  

③ 資金需要及び財政政策について 

当社の運転資金需要の主なものは、商品の仕入、原材料の仕入、情報管理センター運営費用、通信機器リー

ス料、研究開発費等の営業費用であります。主な設備投資の計画については、「設備の新設、除却等の計画」

のとおりですが、当社の運転資金及び設備投資資金については、原則として内部資金により調達することとし

ております。また、当社は健全な財政状態、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力によって、将



来必要な運転資金及び一定の範囲の設備投資資金を調達することが可能であると考えております。 

  



（２） 経営成績について 

① 売上高 

  当事業年度の売上高は、前年同期に比べて2,757百万円減少の28,135百万円となりました。主な減少内容と

いたしましては、加盟店舗数の減少等によりましてカード収入高及びシステム使用料収入が減少したことなど

が大きく影響しております。 

販売品目別の売上高につきましては、以下のとおりであります。 

（機器関連） 

カードユニットの販売本数は前年同期比3.1％増加の146千本となりましたが、競合他社との過当競争によ

る販売単価の低下等により、機器全体の売上高は前年同期に比べて7.5％減少の13,847百万円となりました。

（カード関連） 

      前事業年度に引き続いての加盟店舗数の減少及び入金機能付ユニットの増加等の影響によりまして、磁気

カードの販売枚数が前年同期比40百万枚減と大きく減少した結果、カード全体の売上高は前年同期に比べて

12.5％減少の5,134百万円となりました。 

（システム使用料関連） 

 加盟店舗数の減少及び競合他社との過当競争による販売単価の低下等によりまして、収入高は前年同期比

11.1％減少の8,481百万円となりました。 

（その他） 

  貸与機器の設置料収入と携帯サイトビジネス等がその主な内容となっており、設置料収入は前年同期とほ

ぼ横ばいの438百万円でしたが、携帯サイトビジネス等は前年同期比420.5％増加の233百万円となりました。

 その結果、その他全体の売上高は前年同期に比べて33.1％増加の672百万円となりました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

  当事業年度の売上原価は18,201百万円となり、売上高に対する割合は前年同期に比べて1.2％増加し64.7％

となりました。主な増加要因は、売上高の減少により固定経費の売上原価に占める割合が増したことによるも

のであります。また、販売費及び一般管理費は、研究開発費、支払手数料、運賃荷造費等の減少によりまし

て、前年同期比22.5％減少の5,107百万円となりました。 

③ 営業外収益 

当事業年度の営業外収益は、前年同期に従業員積立保険に係る運用益の計上があったことなどによりまし

て、前年同期比168百万円減少の112百万円となりました。 

④ 営業外費用 

当事業年度の営業外費用は、固定資産除却損の発生などによりまして、前年同期比4百万円増加の40百万円

となりました。 

⑤ 特別利益 

当事業年度の特別利益は、関係会社株式売却益253百万円及び製品取替等引当金戻入益78百万円の計上によ

りまして、総額で331百万円（前年同期比169百万円の増加）となりました。 

⑥ 特別損失 

当事業年度の特別損失は、旧社内システム廃止に伴う関連機器の除却損6百万円及びゴルフ会員権評価損2百

万円によりまして、総額で9百万円（前年同期比380百万円の減少）となりました。 

⑦ 当期純利益 

当期純利益は、前年同期に比べて486百万円増加の3,394百万円となり、１株当たりの当期純利益は、前年同

期の26,298円80銭に対して30,862円18銭となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度は、情報管理センター及び社内業務システムの機能追加を主なものとして総額で1,315百万円（無

形固定資産及び長期前払費用を含む）の設備投資を行いました。また、設備の除却については、機能劣化等に

よる不用設備及び旧社内業務システム機器の除却を中心に134百万円（取得価額）の除却を行いました。 

（１）販売品目別の設備投資の主な内容は、以下のとおりであります。 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（２）販売品目別の設備の除却の主な内容は、以下のとおりであります。 

 
（注）上記金額は、取得価額となっております。 

  

  

  

・機器関連

  加盟店用通信機器の取得 170百万円

  デビット子機使用許諾権の取得 30百万円

  新機種金型の製作 23百万円

・カード関連

  Ｌｕｔｅｒｎａカード生産設備の増強 66百万円

  Ｌｕｔｅｒｎａカード生産室の造作 3百万円

・システム使用料関連

  情報管理センター機能の拡充 631百万円

  新ＪＧ－eサービスシステムの構築 71百万円

・全社（共通）

  社内業務システム機能追加 186百万円

・全社(共通)

  権利存続期間満了等による特許権の消滅 35百万円

  機能劣化等による不用設備の除却 31百万円

  旧社内業務システム機器の除却 13百万円



２ 【主要な設備の状況】 

  平成19年３月31日現在

 
(注)１ 帳簿価額のうち長期前払費用は、販売設備及び情報管理設備の使用権であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。 

２ 上記資産は、減損後の帳簿価額となっております。 

３ 現在休止中の設備はありません。 

４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業所名 

(所在地)
販売品目 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数 

(名)建物
工具器具及び

備品
ソフトウェア

長期前払 

費用
合計

カードエンコードセンター 

(川崎市幸区)
カード関連 生産設備 29 135 6 ― 171 6

技術開発本部 

(東京都渋谷区)
全社(共通)

研究開発

設備
9 174 1,546 53 1,784 23

情報管理センター 

(横浜市西区)

システム 

使用料関連

情報管理 

設備
― ― ― 482 482 ―

支店・営業所 

(大阪市北区他４ヶ所)
全社(共通) 販売設備 19 192 0 ― 211 69

東京本社 

(東京都渋谷区)
全社(共通)

その他の 

設備等
65 190 1,862   ― 2,117 66

合 計      122 692 3,416 536 4,767 164

事業所名
(所在地)

販売品目別 設備の内容 リース期間(年) 年間リース料(百万円)
リース契約残高

(百万円)

情報管理センター 

(横浜市西区)

システム使用料 

関連
情報管理設備 ４～６ 764 1,561



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１） 重要な設備の新設等 

  

 
（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（２） 重要な設備の改修 

  

 
（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（３） 重要な設備の除却等 

     該当事項はありません。 

  

  

販売品目 設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完成予定
年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

機器関連

加盟店用通信機器 226 ― 自己資金 平成19年４月 平成20年３月

カードユニット等機能追加 211 ― 自己資金 平成19年３月 平成19年12月

治具工具 36 ― 自己資金 平成19年３月 平成19年12月

カード関連 生産設備 15 ― 自己資金 平成19年４月 平成19年５月

システム使用料  

関連

情報管理センター機能追加 222 ― 自己資金 平成19年４月 平成20年３月

カードシステム用通信機器 36 ― 自己資金 平成18年10月 平成19年５月

その他の事業

ｅ－ｍｏｎシステム機能追加 390 ― 自己資金 平成19年２月 平成20年３月

新景品システム構築 300 ― 自己資金 平成19年３月 平成19年９月

情報サイトシステム機能追加 48 ― 自己資金 平成19年４月 平成20年１月

事業所名 
(所在地)

販売品目 設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完成予定
年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

カードエンコードセンター  
（川崎市幸区）

カード関連 生産設備 28 ― 自己資金 平成19年４月 平成20年３月

東京本社  
（東京都渋谷区）

全社（共通） 社内業務システム 200 ― 自己資金 平成19年４月 平成19年12月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

（１） 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり

ます。 

  

（２） 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000

計 400,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 110,000 110,000
ジャスダック
証券取引所

(注)

計 110,000 110,000 ― ―



（３） 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

（４） 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 平成15年10月１日における株式数の増加は合併によるものです。 

なお、被合併会社は日本アドバンストカードシステム株式会社（消滅会社）であり、日本アドバンストカード

システム株式会社の株式１株に対し、当社の株式0.5株を割当てました。 

発行価格 100,000円  資本組入額 50,000円 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成15年10月１日 30,000 110,000 1,500 5,500 1,500 1,500



（５） 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義失念株式が187株含まれております。 

  

（６） 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
（注） 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第２位を四捨五入しております。 

    

  

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 5 14 86 17 1 4,514 4,637 ―

所有株式数 
(株)

― 2,113 2,147 85,798 3,506 1 16,435 110,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 1.9 2.0 78.0 3.2 0.0 14.9 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ＳＡＮＫＹＯ 群馬県桐生市境野町6－460 44,140 40.1

株式会社データ・アート 東京都渋谷区東1－3－10 25,618 23.3

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,U.S.A.
（東京都渋谷区恵比寿4-20-3）

2,902 2.6

日本電動式遊技機工業協同組合 東京都台東区上野1－15－4 2,400 2.2

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,139 1.0

京楽産業株式会社 愛知県名古屋市中区錦3－24－4 900 0.8

グローリー・リンクス株式会社 東京都台東区上野7－12－14 900 0.8

株式会社ニューギン 愛知県名古屋市中村区烏森町3－56 900 0.8

計 ― 78,899 71.7



（７） 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義失念株式が187株含まれております。

  

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

（８） 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

110,000
110,000

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式
―

― ―

発行済株式総数 110,000 ― ―

総株主の議決権 ― 110,000 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  
  

【株式の種類等】 該当事項はありません。



３ 【配当政策】 

当社は、株主への適正な利益還元を も重要な経営課題の一つと考えており、財務面での健全性を維持しつ

つ、長期にわたり安定した配当を継続していくことを利益配分についての基本方針としております。 

 また、剰余金の配当回数については、中間配当及び期末配当の年２回を配当方針として掲げております。当社

は取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定めておりますので、中間配当の決定機関は取締役

会であります。なお、期末配当の決定機関は株主総会であります。 

 このような方針のもと、第18期につきましては、１株当たり5,000円（中間配当2,500円を含む）の配当を実施

いたしました。 

 今後も引き続き企業価値の向上を目指した内部留保による既存事業の強化及び新規事業への投資を通じて、株

主利益を 大化するべく、業績の一層の向上に努めてまいります。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

（１） 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

   なお、当社株式は、平成18年４月12日からジャスダック証券取引所に上場されておりますので、それ以前につ

いては該当する事項はありません。 

  

（２） 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

  

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成18年11月８日 
取締役会決議

275 2,500

平成19年６月26日 
定時株主総会決議

275 2,500

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) ― ― ― ― 950,000

低(円) ― ― ― ― 202,000

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 400,000 300,000 315,000 349,000 322,000 278,000

低(円) 289,000 202,000 244,000 280,000 260,000 240,000



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
社   長

寺 内 弘 行 昭和12年８月８日

昭和36年４月 住友商事株式会社入社

(注)２ 700
平成５年６月 同社取締役

平成９年５月 当社顧問

平成９年６月 当社代表取締役社長（現任）

取締役 営業本部長 岩 井 慶 一 昭和22年９月18日

昭和45年４月 住友商事株式会社入社

(注)２ 10

平成７年11月 当社業務部長

平成10年６月 当社取締役

平成14年４月 当社常務取締役

平成15年10月 当社専務取締役

平成16年７月 当社専務取締役 

営業本部長

平成18年６月 当社取締役専務執行役員 

営業本部長（現任）

取締役
技術開発 
本部長

前 山 義 孝 昭和26年７月８日

昭和44年８月 有限会社ミクロ製作所入社

(注)２ 10

昭和58年８月 株式会社愛和商事入社

昭和62年１月 コスモ・イーシー株式会社 

入社

平成元年１月 九州コスモシステム株式会社取

締役

平成12年３月 コスモ・イーシー株式会社 

取締役

平成17年５月 当社顧問

平成17年６月 当社専務取締役

平成18年６月 当社取締役専務執行役員 

技術開発本部長（現任）

取締役 山 田   明 昭和25年11月15日

昭和51年１月 株式会社ＳＡＮＫＹＯ入社

(注)３ －

平成10年４月 同社営業本部名古屋支店長

平成17年10月 同社営業本部パーラー事業部長

 平成18年６月 同社取締役営業本部パーラー事

業部長（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

取締役 管理本部長 堀   幹千代 昭和36年４月９日

昭和59年４月 三井鉱山株式会社入社

(注)２ 15

平成11年４月 株式会社ＳＡＮＫＹＯ入社

平成13年２月 日本アドバンストカードシステ

ム株式会社入社

平成15年10月 当社執行役員 

管理副本部長

平成17年６月 当社常務執行役員 

管理本部長

平成18年６月 当社取締役常務執行役員 

管理本部長（現任）



 

 (注) １．監査役 筒井公久及び関口正夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３．取締役 山田明の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。 

４．監査役の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

    ５．当社は、執行役員制度を採用しており、現在以下の６名の執行役員を任命しております。 

      なお、（※）の３名については取締役を兼任しております。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 
（常勤）

佐 藤 隆 二 昭和15年２月11日

昭和37年４月 三井物産株式会社入社

(注)４ －

平成８年３月 日本アドバンストカードシステ

ム株式会社 監査役

平成８年10月 同社常務取締役

平成15年６月 同社顧問

平成15年10月 当社顧問

平成16年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 筒 井 公 久 昭和28年４月１日

平成３年９月 株式会社ＳＡＮＫＹＯ入社

(注)４ －

平成10年６月 同社取締役社長室長

平成14年６月 同社常務取締役社長室長

平成14年７月 同社常務取締役経営企画室長 

（現任） 

（現経営企画部長）

平成５年６月 インターナショナルカードシス

テム株式会社 取締役（現任）

平成13年３月 日本アドバンストカードシステ

ム株式会社 監査役

平成14年６月 当社監査役（現任）

監査役 関 口 正 夫 昭和32年７月８日

平成12年３月

平成19年６月

株式会社コスモ・スタジオ 

(現株式会社データ・アート） 

取締役 

同社代表取締役専務取締役 

（現任）
(注)４ －

平成12年２月 日本アドバンストカード 

システム株式会社 監査役

平成14年６月 当社監査役（現任）

計 735

専務執行役員営業本部長 岩井 慶一（※）

専務執行役員技術開発本部長 前山 義孝（※）

常務執行役員管理本部長 堀 幹千代（※）

常務執行役員営業本部副本部長 森  直俊

執行役員調査室長 髙島  洋

執行役員営業本部副本部長 東堂 徹也



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１） コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営と業務執行の分離により、コーポレート・ガバナンスの強化を図るとともに経営の効率化をよ

り一層図るため、平成15年10月１日付をもって執行役員制度を導入しております。また監査機能の強化を図る

等コンプライアンス並びに経営のチェック機能強化を目指しております。当社では、会社の経営が誰のために

行われているかを明らかにし、株主の視点に立って、経営の効率性や経営の公正性をチェックすることを大原

則として考えております。 

  

（２） コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 執行役員制度の導入 

[導入の主旨] 

・取締役会を経営方針の決定及び業務執行の監督を行う機関として明確に位置付け、取締役会及び取締役

の意思決定及び監督機能強化を図ります。 

・従来の取締役を経営判断を行う会社法上の取締役と業務執行を担う執行役員に分離し、責任の明確化を

図ります。 

・取締役会の活性化及び意思決定の迅速化を図ります。 

[責任の明確化] 

・本制度の導入により、取締役は会社全体に関する経営判断、業務執行の監督及び会社法上必要な決議に

対して責任を負い、取締役会において選任される執行役員は各々が担当する事業及び業務領域におい

て、取締役会が決定した経営方針に従って業務執行にあたるとともにその責任を負うこととなります。 

  

② 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

  
・経営管理組織（平成19年３月31日現在） 

  
 

  



・取締役会及び取締役 

取締役会は平成19年３月31日現在、４名の取締役で構成されております。毎月開催される定時取締

役会のほか、必要に応じて臨時取締役会も開催され、経営上の重要な意思決定や業務執行に対する監

督を行っております。また業務執行役員も含め、毎月開催される経営会議や戦略会議をはじめとする

各種重要会議に参加し、取締役会決議事項の事前審議や経営に係る重要戦略等経営全般に関する様々

な討議を積極的に行っております。 

  

・監査役会及び監査役 

平成19年３月31日現在、監査機能の強化として常勤監査役１名の他に２名の社外監査役を選任し、

３名体制としております。当社では、各監査役が公正かつ客観的視点をもって、実態を正確に把握

し、予防監査の視点から各種リスク発生の未然防止・危機対応の体制整備に向けて、法令・諸ルール

遵守等のコンプライアンスの徹底を図り、一層の監査機能の充実に注力することにより、企業の健全

な発展が実現するものと考えております。また、取締役会はもとより、経営会議にも参加し、日々、

取締役及び業務執行役員の執務状況をチェックしております。 

  

・内部監査及び監査役監査の状況 

監査及び内部牽制機能につきましては、監査役による業務執行や財政状況の調査及び経営監査を通

して健全性及び透明性の徹底を図っているほか、当社では内部監査室（１名）を設置し、会社の業務

活動が適正かつ効率的に行われているかを監査しております。内部監査室では牽制機能の向上を目指

し、より客観性を高めるため社長直轄の組織として独立性の維持に努めております。内部監査室、監

査役並びに会計監査人の三者がより緊密な連携を保つため、積極的に情報交換を行い、内部監査の結

果を活用する等効率的な監査を目指し、監査の有効性を高めるように努めております。なお、監査役

監査及び内部監査の具体的な手続については以下のとおりであります。 

  

〔監査役監査の手続〕 

(立案) 

予め前年度の監査状況を十分踏まえて、重要性、適時性その他必要な要素を考慮し、監査方針及び

年度監査計画書を監査役全員で協議の上、立案・決定しております。また年度監査計画書には、監査

方針、監査業務の分担、監査項目、監査スケジュールを記載しております。 

(実施) 

監査実施にあたって、年度監査計画書に基づき、監査項目に従い、議事録、稟議書、契約書その他

関係書類の閲覧を行うとともに、内部監査室よりの内部監査のヒアリング、関係者へのヒアリング、

会計監査人による監査への立会い、実地調査等の方法により監査を実施しております。また取締役会

へ出席し、必要に応じて意見を述べる等取締役の業務遂行状況の監査を実施しております。 

  



(報告等) 

期末監査終了後、監査の状況について会計監査人と意見交換を行った上で、監査報告書を作成し、

社長へ提出しております。また定時株主総会に出席して監査報告を行っております。 

  

〔内部監査の手続〕 

(立案) 

前年度の監査状況を踏まえ、年度監査計画書（方針、項目、年間スケジュール、対象部門及び担当

者）を作成し、社長の承認を得ます。さらに、年度監査計画書に基づき、各部門に対する個別実施計

画書（項目、時期、対象部門及び担当者）を作成し、社長の承認を得ます。なお、社長の命により必

要に応じて特命監査を臨時に実施することになっております。 

(実施) 

監査の実施にあたっては、内部監査実施通知書を予め監査対象部門に通知し、実施します。監査の

方法に関しては監査対象部門における部門長並びに実務担当者等へのヒアリング、帳票類による確

認、実地監査等により行います。 

(報告等) 

監査実施後、速やかに監査報告書（実施日、対象部門、対象期間、担当者、意見及び勧告事項）を

作成し、社長への報告・承認を得た上で、監査報告書の写しを対象部門の責任者へ送付すると同時に

関係各部門にも回覧しております。監査報告書の内容によっては、関係部門による検討会を行い、監

査項目の見直しを行う等今後の業務改善につなげております。 

(改善等) 

監査報告書で勧告事項がある場合、対象部門の責任者は速やかに改善策及び実施状況等を改善報告

書として、社長へ提出することになっております。また内部監査室では改善状況の確認のため、必要

に応じて帳票類の確認やヒアリングを実施いたします。 

  

  

  

  

  

（３） 会計監査の状況 

当社では、みすず監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。当年度の会計監査業務

を執行した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。 

①業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

 石井哲也（みすず監査法人） 

 入江秀雄（みすず監査法人） 

      （注）継続監査年数については、いずれも７年以内のため記載を省略しております。 

  

②監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ６名 

会計士補  １名 

その他   ３名 

  

（４） 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 



当社は、監査役に関しては会社法上の要請もあり、過半数を超える監査役については社外より人選する方針

です。現在は３名のうち２名が社外監査役となっており、社外監査役筒井公久は株式会社ＳＡＮＫＹＯの常務

取締役であり、同社は当社との間において取引関係がありますが通常の商取引であります。平成19年３月31日

現在、社外監査役関口正夫は株式会社データ・アートの取締役であり、同社は当社との間において取引関係は

ありません。なお、社外監査役と当社との間には取引関係はなく、資本的・人的関係を有さず、その他特別な

利害関係はありません。 

  

（５） リスク管理体制の整備の状況 

当社は、リスクマネジメント体制（リスク回避のための体制）及び危機管理体制（リスクが顕在化した場合

の体制）の強化のため、以下の社内体制を継続的に維持し必要に応じて改善しております。 

①リスク管理所管部門である企画部における事業計画の立案及び進捗管理、内部監査室における内部監査にお

いて、当社事業リスクを考慮したチェック体制を維持しております。 

②平素のリスク管理意識の高揚とリスク防止体制を構築することを目的にリスク管理規程を制定し、リスク管

理指針を明確にし、各部門に周知徹底しております。 

③リスク管理規程に基づき、リスク管理主管部門活動、リスク管理委員会活動、緊急時の対策本部の設置等、

リスクに対する組織的対応を実施するとともに、運用状況のモニタリング体制を構築しております。 

④個人情報相談窓口など外部からの情報フィードバック窓口を設置し、企画部を主管部門とするフィードバッ

ク情報の分析体制を構築しております。 

⑤モニタリング結果に関する取締役会、監査役会への報告体制を構築しております。 

  

（６） 役員報酬の内容 

  

 
（注）１．社外取締役はおりません。 

２．社外監査役に対しては、報酬を支払っておりません。 

  

（７） 監査報酬の内容 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   20百万円 

  上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

（８） 取締役の定数 

当社の取締役の定数は10名以内とする旨を定款で定めております。 

  

（９） 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

  

（10） 株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項 

① 自己株式の取得 

当社は、自己株式の取得について、経済情勢・市場の動向等の環境変化に対して迅速な対応を可能とするた

取締役（百万円） 監査役（百万円） 計（百万円）

社内役員 70 12 82

社外役員 ― ― ―

計 70 12 82



め、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨を定款に定めております。 

    

② 中間配当に関する事項 

当社は、株主に対して機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決

議によって中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

    

（11） 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決

議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分

の２以上をもって行う旨を定款に定めております。 

    

  

  

    



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

 当社の財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当事業年度

より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

 なお、比較を容易にするため、前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財

務諸表については、中央青山監査法人により監査を受け、当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の財務諸表については、みすず監査法人により監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監

査法人となりました。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

（１） 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 13,130 8,896

 ２ 受取手形 ※６ 54 35

 ３ 営業未収入金 7,949 3,779

 ４ 売掛金 2,975 2,621

 ５ 有価証券 ※１ 5,519 10,294

 ６ 商品 2,578 3,217

 ７ 製品 194 88

 ８ 原材料 128 203

 ９  貯蔵品 2 25

 10 前払費用 108 74

 11 繰延税金資産 481 627

 12 その他 178 104

   貸倒引当金 △ 44 △ 16

   流動資産合計 33,257 71.8 29,953 72.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 195 193

    減価償却累計額 △ 54 140 △ 70 122

  (2) 工具器具及び備品 1,631 1,878

    減価償却累計額 △ 766 864 △ 1,186 692

  (3) 土地 0 0

   有形固定資産合計 1,005 2.2 815 2.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 2 ―

  (2) ソフトウェア 3,376 3,416

  (3) その他 41 20

   無形固定資産合計 3,420 7.4 3,436 8.3



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 5,004 4,939

  (2) 関係会社株式 1,620 518

  (3) 出資金 5 5

  (4) 長期貸付金 97 95

  (5) 破産更生債権等 498 488

  (6) 長期前払費用 715 537

  (7) 繰延税金資産 461 369

  (8) その他 ※１ 516 504

    貸倒引当金 △ 285 △ 267

   投資その他の資産合計 8,632 18.6 7,190 17.3

   固定資産合計 13,058 28.2 11,442 27.6

   資産合計 46,316 100.0 41,396 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 3,220 2,109

 ２ カード未精算勘定 11,218 5,023

 ３ 営業未払金 340 202

 ４ 未払金 596 673

 ５ 未払費用 22 32

 ６ 未払法人税等 747 1,046

 ７ 預り金 18 19

 ８ 前受収益 217 170

 ９ 賞与引当金 124 124

 10 役員賞与引当金 ― 13

 11 製品取替等引当金 36 784

 12 その他 0 0

   流動負債合計 16,542 35.7 10,199 24.6

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 151 144

 ２ 役員退職慰労引当金 45 47

 ３ 製品取替等引当金 785 ―

 ４ 長期預り金 2,107 1,954

 ５ その他 52 49

   固定負債合計 3,142 6.8 2,196 5.3

   負債合計 19,685 42.5 12,396 29.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 5,500 11.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,500 ―

   資本剰余金合計 1,500 3.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 142 ―

 ２ 任意積立金

    別途積立金 7,600 ―

 ３ 当期未処分利益 11,315 ―

   利益剰余金合計 19,057 41.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 573 1.2 ― ―

   資本合計 26,631 57.5 ― ―

   負債資本合計 46,316 100.0 ― ―



   
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 5,500

 ２ 資本剰余金

      資本準備金 ― 1,500

    資本剰余金合計 ― 1,500

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 142

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 7,600

    繰越利益剰余金 ― 14,145

    利益剰余金合計 ― 21,887

   株主資本合計 ― ― 28,887 69.8

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

― 113

   評価・換算差額等合計 ― ― 113 0.3

   純資産合計 ― ― 29,000 70.1

   負債純資産合計 ― ― 41,396 100.0



② 【損益計算書】 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

 （カード発行高） (5,464,258) (6,691,002)

Ⅰ 売上高

 １ 機器売上高 14,975 13,847

 ２ カード収入高 ※２ 5,870 5,134

 ３ システム使用料収入 9,541 8,481

 ４ その他収入 ※３ 505 30,892 100.0 672 28,135 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 機器売上原価 12,727 11,754

 ２ カード売上原価 1,988 1,388

 ３ システム使用料売上原価 4,388 4,357

 ４ その他の売上原価 520 19,624 63.5 700 18,201 64.7

  売上総利益 11,268 36.5 9,934 35.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※４ 
※５

6,588 21.3 5,107 18.2

  営業利益 4,679 15.2 4,826 17.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 7 13

 ２ 有価証券利息 21 42

 ３ 受取配当金 ※１ 16 23

 ４ 受取保険料 217 ―

 ５ 受取保証料 ― 15

 ６ その他 19 281 0.9 17 112 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 3 4

 ２ 支払保証料 29 28

 ３ 固定資産除却損 ※６ ― 5

 ４ その他 2 35 0.1 1 40 0.1

   経常利益 4,925 16.0 4,898 17.4



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 情報開示料収入 ※７ 100 ―

 ２ 債務整理益 ※８ 62 ―

 ３ 関係会社株式売却益 ― 253

  ４ 製品取替等引当金戻入益 ― 162 0.5 78 331 1.2

Ⅶ 特別損失

 １ 減損損失 ※９ 277 ―

 ２ 固定資産除却損 ※10 112 6

  ３  ゴルフ会員権評価損 ― 389 1.3 2 9 0.0

  税引前当期純利益 4,697 15.2 5,220 18.6

  法人税、住民税及び事業税 1,200 1,566

  法人税等調整額 588 1,789 5.8 260 1,826 6.5

  当期純利益 2,908 9.4 3,394 12.1

  前期繰越利益 8,407 ―

  当期未処分利益 11,315 ―



売上原価明細書 

（イ）機器売上原価明細 

 
（注） 

 
  

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

当事業年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比 

（％）
金額（百万円）

構成比 

（％）

 期首商品たな卸高 4,193 27.3 2,578 17.3

 当期商品仕入高 11,142 72.7 12,301 82.7

   計 15,336 100.0 14,879 100.0

 他勘定振替高 ※１ 193 251

 期末商品たな卸高 2,578 3,217

   合計 12,564 11,410

 その他 ※２ 162 343

機器売上原価 12,727 11,754

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

当事業年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

 

※１ 他勘定振替高の内訳

   (他勘定への振替高)

販売費及び一般管理費 102百万円

有形固定資産 91百万円

   計 193百万円

   
 

※１ 他勘定振替高の内訳

   (他勘定への振替高)

販売費及び一般管理費 87百万円

有形固定資産 163百万円

システム使用料売上原価 0百万円

  計 251百万円

    (他勘定からの振替高)  

カード売上原価        0百万円

他勘定振替高の合計     251百万円

※２  機器売上原価「その他」の内容は次のとおりであ

ります。

賃借料 156百万円

減価償却費 6百万円

※２  機器売上原価「その他」の内容は次のとおりであ

ります。

賃借料 340百万円

減価償却費 3百万円



（ロ）カード売上原価明細 

 
（注） 

 
  

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

当事業年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

 期首製品たな卸高 235 194

 当期製品製造原価

１ 材料費 1,567 81.3 1,131 84.8

２ 労務費 ※２ 57 3.0 49 3.7

３ 経費 ※３ 302 15.7 154 11.5

当期総製造費用 1,927 100.0 1,334 100.0

計 2,163 1,529

 他勘定振替高 ※４ 0 60

 期末製品たな卸高 194 88

   合計 1,968 1,380

 その他 ※５ 19 8

  カード売上原価 1,988 1,388

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日）

当事業年度
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

１ 原価計算の方法 

実際総合原価計算

１ 原価計算の方法 

同左

※２ 労務費には次のものが含まれております。

賞与引当金繰入額 2百万円

退職給付費用 6百万円

※２ 労務費には次のものが含まれております。

賞与引当金繰入額 3百万円

退職給付費用 7百万円

※３ 経費には次のものが含まれております。

外注加工費 135百万円

賃借料 77百万円

地代家賃 6百万円

※３ 経費には次のものが含まれております。

減価償却費 54百万円

賃借料 27百万円

地代家賃 30百万円

 

※４ 他勘定振替高の内訳

販売費及び一般管理費 0百万円

※４ 他勘定振替高の内訳

販売費及び一般管理費 60百万円

機器売上原価 0百万円

 計 60百万円

※５ その他の主なものは次のとおりであります。 

エラーカード補償費用 17百万円

使用済カード焼却費用 2百万円

※５ その他の主なものは次のとおりであります。 

エラーカード補償費用 7百万円

使用済カード焼却費用 1百万円



（ハ）システム使用料売上原価明細 

 
（注）                                 

 
  

  

（ニ）その他の売上原価明細 

 
（注） 

 
  

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

当事業年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

 経費 ※１ 4,388 100.0 4,357 100.0

 システム使用料売上原価 4,388 100.0 4,357 100.0

前事業年度
（自平成17年４月１日
至平成18年３月31日）

当事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

※１ 経費の主な内容は次のとおりであります。

業務委託費 2,187百万円

賃借料 1,280百万円

支払手数料 486百万円

修繕費 20百万円

減価償却費 414百万円

※１ 経費の主な内容は次のとおりであります。

業務委託費 1,976百万円

賃借料 1,378百万円

支払手数料 484百万円

修繕費 31百万円

減価償却費 485百万円

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

当事業年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

 経費 ※１ 520 100.0 700 100.0

 その他の売上原価 520 100.0 700 100.0

前事業年度
（自平成17年４月１日
至平成18年３月31日）

当事業年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

※１ 経費の内訳は次のとおりであります。

業務委託費 509百万円

減価償却費 10百万円

※１ 経費の内訳は次のとおりであります。

業務委託費 621百万円

減価償却費 79百万円



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：百万円)

 
  

  

  

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

その他  

有価証券 

評価差額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 5,500 1,500 142 7,600 11,315 26,057 573 26,631

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △ 550 △ 550 △ 550

  役員賞与 △ 15 △ 15 △ 15

 当期純利益 3,394 3,394 3,394

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額(純額)

△ 460 △ 460

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 2,829 2,829 △ 460 2,369

平成19年３月31日残高 5,500 1,500 142 7,600 14,145 28,887 113 29,000



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 4,697 5,220

   減価償却費 1,058 1,419

   長期前払費用償却費 243 208

   固定資産除却損 114 12

   減損損失 277 ―

      ゴルフ会員権評価損 ― 2

   関係会社株式売却益 ― △253

   製品取替等引当金の増加額 
   （減少額(△））

36 △37

   貸倒引当金の減少額 △148 △45

   その他引当金の増加額 12 8

   受取利息及び受取配当金 △44 △79

   支払利息 32 32

   売上債権の減少額 2,737 4,552

   たな卸資産の減少額 
   （増加額(△)）

1,666 △793

   仕入債務の減少額 △1,327 △1,248

   カード未精算勘定の減少額 △6,283 △6,194

   未収入金の減少額 
   （増加額(△)）

△13 72

   未払金の増加額 65 19

   長期預り金の減少額 △289 △153

   その他 △296 24

    小計 2,541 2,768

   利息及び配当金の受取額 28 61

   利息の支払額 △34 △29

   法人税等の支払額 △1,730 △1,252

   営業活動によるキャッシュ・フロー 805 1,547



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有価証券の取得による支出 △6,297 △1,495

   有価証券の償還による収入 9,448 3,020

   有形固定資産の取得による支出 △876 △108

   有形固定資産の除却による支出 △1 ―

   無形固定資産の取得による支出 △1,860 △991

   投資有価証券の取得による支出 △4,991 △2,919

      関係会社株式の売却による収入 ― 580

   長期貸付金の回収による収入 2 2

   保険積立金の解約による収入 441 ―

   差入保証金の差入による支出 △119 △1

   差入保証金の解約による収入 214 10

   営業保証金の回収による収入 2,300 ―

   長期前払費用の取得による支出 △612 △30

   その他 ― 0

   投資活動によるキャッシュ・フロー △2,353 △1,935

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   配当金の支払額 △275 △550

   財務活動によるキャッシュ・フロー △275 △550

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △1,822 △937

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 17,953 16,130

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 16,130 15,192



⑤ 【利益処分計算書】 

 
     (注)日付は、株主総会承認日であります。 

前事業年度 

(平成18年６月20日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 11,315

Ⅱ 利益処分額

  1 配当金 275

  2  役員賞与金 15
290

Ⅲ 次期繰越利益 11,025



重要な会計方針 

 

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)によっており

ます。

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額は

全部資本直入法により処理し売却

原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法によって

おります。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額は

全部純資産直入法により処理し売

却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

  同左

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1) 商品、製品、原材料

移動平均法による低価法によって

おります。

(1) 商品、製品、原材料

同左

(2) 貯蔵品

終仕入原価法によっておりま

す。

(2) 貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

定率法によっております。

耐用年数及び残存価格につきまし

ては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

但し、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)に

ついては定額法によっておりま

す。

なお、取得価額10万円以上20万円

未満の資産については、３年間で

均等償却する方法によっておりま

す。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっ

ております。

但し、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

均等償却によっております。

なお、償却期間については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

(3) 長期前払費用

同左

 



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため

一般債権については合理的に見積っ

た貸倒率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

(2)賞与引当金

同左

   

     ―――――――

(3)役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込

額に基づき当事業年度に見合

う分を計上しております。 

 (会計方針の変更) 

当事業年度から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４号)を適

用しております。 

この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が、13百万

円減少しております。

(4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発

生している額を計上しております。

(4)退職給付引当金

同左

(5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(5)役員退職慰労引当金

同左

(6)製品取替等引当金

当事業年度以前において販売した機

器の内蔵部品等の取り替えについ

て、当社が負担する取替費用の支出

に備えるため、必要な見積額を計上

しております。

(6)製品取替等引当金

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る会計処理に準じた方法

によっております。

同左

６ キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な現金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

同左

７ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左

(2)カードの会計処理

カード発行高は、納品されたカード

のカード券面額を示しております。

カード収入高及びカード売上原価

は、券面額を差し引いたカード代金

及びその製造コストを示しておりま

す。また、加盟店との取引により生

じる債権及び債務（営業未収入金及

び営業未払金）については、券面相

当額が含まれております。債務のカ

ード未精算勘定は、加盟店に納品さ

れたカードの券面額のうち未使用の

ものを示しております。なお、カー

ド未精算勘定は、発行後４年経過し

た日が属する事業年度において、法

人税法の規定に基づき規則的に取り

崩しております。当該取崩高は損益

計算書上、カード収入高に含めて記

載しております。

(2)カードの会計処理

同左



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

固定資産の減損に係る会計基準

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針第６号」

を適用しております。

これにより税引前当期純利益が202百万円減少してお

ります。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

   

       ――――――――

   

       ――――――――

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準適用指針第８号)を適用しております。  

これによる損益に与える影響はありません。  

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

29,000百万円であります。  

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表）

前事業年度まで区分掲記しておりました「ソフトウェア

仮勘定」（当事業年度13百万円）は、資産の総額の100

分の１以下となったため、無形固定資産の「その他」に

含めて表示することと致しました。

（損益計算書）

前事業年度まで区分掲記しておりました営業外収益の

「受取保証料」（当事業年度10百万円）は、営業外収益

の100分の10以下となったため、営業外収益の「その

他」に含めて表示することと致しました。

前事業年度まで区分掲記しておりました営業外費用の

「固定資産除却損」（当事業年度2百万円）は、営業外費

用の100分の10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示することと致しました。

(損益計算書) 

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取保証料」(前事業年度10百万

円)は、営業外収益の100分の10超となったため、当事

業年度より区分掲記することと致しました。 

                        

前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「固定資産除却損」(前事業年度2

百万円)は、営業外費用の100分の10超となったため、

当事業年度より区分掲記することと致しました。



(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１

(1)履行保証保険の実行に対して保険料積立金24百万
円が担保に供されております。

 

※１

次の資産を財務局への前払式証票の発行保証金と
して、担保に供しております。

(2)財務局への前払式証票の発行保証金の供託に対し
て4,954百万円が担保に供されております。

 

 

   有価証券          2,999百万円

   投資有価証券        1,969百万円

   合計            4,968百万円

２ 加盟店494店舗のリース契約に伴う債務に対して
3,574百万円の引取保証を行っております。

 

 

２ 加盟店405店舗のリース契約に伴う債務に対して
3,716百万円の引取保証を行っております。

※３ 授権株式数      普通株式   400,000株

発行済株式総数    普通株式   110,000株

 

 

 

        ――――――――

４ 受取手形裏書譲渡高        38百万円

 

 

４ 受取手形裏書譲渡高         19百万円

５ 配当制限

旧商法施行規則第124条第３号の規定により、配
当に充当することが制限されている金額は573百
万円であります。

        ――――――――

 
        ――――――――

※６ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換 
   日をもって決済処理しております。 
   なお、当期末日が金融機関の休日であったため、 
      次の期末日満期手形が、期末残高に含まれており 
      ます。 
     受取手形             2百万円

 



(損益計算書関係) 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――――
※１  受取配当金23百万円は、関係会社からのものと

なっております。

※２  カード収入高には、カード未精算勘定取崩高
2,761百万円が含まれております。

※２  カード収入高には、カード未精算勘定取崩高
2,264百万円が含まれております。

※３  その他収入の主な内容は、貸与通信設備の設置
料収入460百万円であります。

※３  その他収入の主な内容は、貸与通信設備の設置
料収入438百万円であります。

 

※４  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額
給与手当 878百万円
賞与引当金繰入額 101百万円
役員退職慰労引当金繰入額 14百万円
退職給付費用 18百万円
地代家賃 586百万円
減価償却費 782百万円
支払手数料 905百万円
研究開発費 1,353百万円
製品取替等引当金繰入額 36百万円
貸倒引当金繰入額 7百万円

  

※４  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額
給与手当 818百万円
役員賞与引当金繰入額 13百万円
賞与引当金繰入額 105百万円
役員退職慰労引当金繰入額 9百万円
退職給付費用 20百万円
地代家賃 482百万円
減価償却費 935百万円
支払手数料 515百万円
研究開発費 541百万円
製品取替等引当金繰入額 40百万円
貸倒引当金繰入額 77百万円

 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の
割合は、概ね次のとおりであります。

販売費 約40.8％
一般管理費 約59.2％

  

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の
割合は、概ね次のとおりであります。

販売費 約48.6％
一般管理費 約51.4％

 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
発費は、次のとおりであります。
一般管理費 1,353百万円

  

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
発費は、次のとおりであります。
一般管理費 541百万円

 
     ――――――――――――

※６ 固定資産除却損(営業外費用)の内容 
  建物               0百万円 
  工具器具及び備品         5百万円 
  ソフトウェア           0百万円 
   計              5百万円

※７ 当社の研究開発内容を情報開示したことによ
り、その対価を受取っております。      ――――――――――――

※８ 当事業年度以前に発生した債務のなかで内容が
不明のものについて収益計上したものでありま
す。

  
   ――――――――――――



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※９ 減損損失
   当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上致しました。

用途 ホールシステム通信設備

種類
ソフトウェア 
工具器具及び備品 
リース資産

場所

情報管理センター 
（神奈川県横浜市西区） 
ホールシステム加盟店 
（全国）

 

      
      ――――――――――――

（経緯）
当社がサービス提供するホールシステムの一部に
ついて、加盟店舗数が当初の予定より伸びないこ
とから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として認識致しました。

（減損損失の金額）
ソフトウェア 167百万円
工具器具及び備品 36百万円
リース資産 72百万円
  計 277百万円

（グルーピングの方法）
   サービス提供するホールシステムを独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す単位として行いまし
た。

（回収可能価額の算定方法等） 
   使用価値、割引率3.9％ 
 

 

※10 固定資産除却損（特別損失）の内容
建物（撤去費用含む） 77百万円
工具器具及び備品 19百万円
ソフトウェア 6百万円
長期前払費用 9百万円
 計 112百万円

 

※10 固定資産除却損（特別損失）の内容
建物 2百万円
工具器具及び備品 4百万円

計 6百万円

 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株)       110,000         ―          ―        110,000

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月20日 
定時株主総会

普通株式 275 2,500.00 平成18年３月31日 平成18年６月21日

平成18年11月８日 
取締役会

普通株式 275 2,500.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 275 2,500.00 平成19年３月31日 平成19年６月27日



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 13,130百万円

有価証券勘定 5,519百万円

計 18,649百万円

 
運用期間が３ヶ月を超える
債券他

△2,519百万円

現金及び現金同等物 16,130百万円

 

 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 8,896百万円

有価証券勘定 10,294百万円

計 19,191百万円

 
運用期間が３ヶ月を超える
債券他

△3,998百万円

現金及び現金同等物 15,192百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

工具器具
及び備品
（百万円）

ソフトウェア
（百万円）

 
合計 

（百万円）

取得価額
相当額

6,343 2,969 9,313

減価償却累計
額相当額

2,511 1,451 3,962

減損損失累計
額相当額

72 ― 72

期末残高
相当額

3,759 1,518 5,277

 
 

工具器具
及び備品
（百万円）

ソフトウェア
（百万円）

 
合計 

（百万円）

取得価額
相当額

6,473 1,855 8,328

減価償却累計
額相当額

2,728 858 3,587

減損損失累計
額相当額

72 ― 72

期末残高
相当額

3,671 996 4,668

 

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高

１年内 1,815百万円

１年超 3,599百万円

合  計 5,415百万円

リース資産減損勘定期末残高 52百万円

 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高

１年内 1,552百万円

１年超 3,233百万円

合  計 4,786百万円

リース資産減損勘定期末残高 32百万円

 

 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,055百万円

リース資産減損勘定の取崩額 20百万円

減価償却費相当額 1,855百万円

支払利息相当額 194百万円

減損損失 72百万円

  
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,154百万円

リース資産減損勘定の取崩額 20百万円

減価償却費相当額 1,949百万円

支払利息相当額 188百万円

  

④  減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

   利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 

④  減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

   利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 



 
  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

（貸主側）

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

（貸主側）

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

工具器具
及び備品
（百万円）

取得価額 958

減価償却
累計額

252

期末残高 705

工具器具
及び備品
（百万円）

取得価額 1,503

減価償却
累計額

422

期末残高 1,080

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 261百万円

１年超 606百万円

合  計 867百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額及び見積残存価

額の残高の合計額は、営業債権の期末残高等に

占めるその割合が低いため、利息相当額を控除

しない方法によっております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 288百万円

１年超 765百万円

合  計 1,053百万円

 

③  受取リース料及び減価償却費

受取リース料 207百万円

減価償却費 207百万円

 

③  受取リース料及び減価償却費

受取リース料 324百万円

減価償却費 258百万円

受取利息相当額 85百万円

④ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、級数法によっております。

なお、未経過リース料期末残高相当額及び見積

残存価額の残高の合計額の営業債権の期末残高

等に占める割合の重要性が高まったため、当事

業年度より利息相当額を控除する方法によって

おります。

 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

   未経過リース料

１年内 57百万円

１年超 19百万円

合  計 77百万円

 
 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

   未経過リース料

１年内 24百万円

１年超 13百万円

合  計 38百万円

 

 

（貸主側）

   未経過リース料

１年内 15百万円

１年超 ― 百万円

合 計 15百万円

 

 

 

（貸主側）

   未経過リース料

１年内 23百万円

１年超 ―百万円

合 計 23百万円

 

 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

  

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

満期保有目的の債券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(百万円)

貸借対照表日に
おける時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が貸借対照表計上額を 
超えるもの

4,499 4,499 0

時価が貸借対照表計上額を 
超えないもの

4,954 4,903 △51

合計 9,454 9,403 △51

区分
取得原価
(百万円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの

①株式 654 1,620 965

合計 654 1,620 965

内容
貸借対照表計上額

(百万円)

①コマーシャル・ペーパー 999

②国内私募債 70

合計 1,069

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

①債券

国債・地方債等 ― 5,000 ― ―

社債 20 50 ― ―

その他 5,500 ― ― ―

合計 5,520 5,050 ― ―



当事業年度(平成19年３月31日現在) 

  

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

３ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

 
  

４ 時価評価されていない有価証券 

満期保有目的の債券 

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

 
  

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(百万円)

貸借対照表日に
おける時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が貸借対照表計上額を 
超えるもの

499 499 0

時価が貸借対照表計上額を 
超えないもの

13,685 13,661 △24

合計 14,184 14,160 △24

区分
取得原価
(百万円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの

①株式 327 518 190

合計 327 518 190

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

580 253 ―

内容
貸借対照表計上額

(百万円)

①コマーシャル・ペーパー 999

②国内私募債 50

合計 1,049

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

①債券

国債・地方債等 3,000 5,000 ― ―

社債 ― 50 ― ―

その他 7,300 ― ― ―

合計 10,300 5,050 ― ―



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 

  

(ストック・オプション等関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

１．採用している退職給付金制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を

設けております。

１．採用している退職給付金制度の概要

同左

 

２．退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 151百万円

②退職給付引当金 151百万円

 (注)退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 144百万円

②退職給付引当金 144百万円

 (注)退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

①退職給付費用 27百万円

 

 
 

 

３．退職給付費用に関する事項

①退職給付費用 23百万円

 

 



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金繰入超過額 50百万円

貸倒引当金繰入超過額 140百万円

未払事業税 63百万円

たな卸資産評価損 223百万円

製品取替等引当金繰入額 334百万円

固定資産等償却超過額 378百万円

会員権評価損 71百万円

その他 135百万円

繰延税金資産小計 1,396百万円

評価性引当額 △61百万円

繰延税金資産合計 1,334百万円

 

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 392百万円

繰延税金負債合計 392百万円

繰延税金資産の純額 942百万円

 

 

 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金繰入超過額 50百万円

貸倒引当金繰入超過額 115百万円

未払事業税 94百万円

たな卸資産評価損 143百万円

製品取替等引当金繰入額 319百万円

固定資産等償却超過額 236百万円

会員権評価損 69百万円

その他 110百万円

繰延税金資産小計 1,140百万円

評価性引当額 △65百万円

繰延税金資産合計 1,074百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 77百万円

繰延税金負債合計 77百万円

繰延税金資産の純額 997百万円

 

 

２.  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率             40.6％

(調整)

接待交際費等永久に損金に算
入されない項目

0.8％

試験研究費等の税額控除 △6.2％

評価性引当額 1.3％

法人税等更正納付額 1.2％

その他 0.4％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

38.1％

 

 

２.  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率              40.6％

(調整)

接待交際費等永久に損金に算
入されない項目

0.6％

試験研究費等の税額控除 △6.1％

均等割 0.2％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

34.9％

 



(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

 
（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．三立企業株式会社は、当社会長毒島秀行及びその近親者が議決権の100％を所有しております。 
３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1．製品及びカードシステムの使用料収入については、通常の取引価格であります。 

  

 
（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。 

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
※1．上記取引は、当社「役員賃借社宅規程」に基づき決定されております。 

  

２ 兄弟会社等 

 
（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
※1．商品の仕入等の支払については、価格交渉のうえ、決定した価格に基づいて支払っております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等
並びに
当該会
社等の
子会社

三立企業㈱ 群馬県 

桐生市

60 パチンコ
遊技場

所有 なし
被所有なし

兼任
なし

当社加盟
店（当社
製品の購
入、カー
ドシステ
ム の 使
用）

(カード発行高)

※1
製品の売上

(3,092)

３ 営業
未収入金

31

※1
カードシステ
ムの提供

 
 

10
前受収益

長期
預り金

４

４

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及

びその

近親者

寺内弘行 ― ― 代表取締役

社長

所有 なし 

被所有 0.6

― ―

※1

社宅家賃 ４ 立替金 0

役員及

びその

近親者

岩井慶一 ― ― 専務取締役 所有 なし 

被所有なし

― ―

※1

社宅家賃 １ 立替金 0

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又は 
出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上 
の関係

その他

の関係

会社の

子会社

インター

ナショナ

ル・カー

ド・シス

テム㈱

東京都

渋谷区

151 パチンコホー

ル内システム

機器の構築・

設計・開発管

理・販売

所有 なし

被所有なし

兼任

１名

ソフトウエア

の開発、当社

商品及び通信

設備周辺機器

の購入

※1 

商品の仕入 1,725 買掛金 785



当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 
（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
※1．商品の売上につきましては、通常の取引価格であります。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他 

の関係 

会社

㈱SANKYO 群馬県 

桐生市

14,840 パ チ ン コ
機、パ チ
ン コ 機 ゲ
ー ジ 盤、
パ チ ス ロ
機 の 製 造
販 売、関
連 部 品 販
売、補 給
機 器 販
売、カ ー
ド シ ス テ
ム 販 売、
パ チ ン
コ・補 給
機 器 関 連
ロ イ ヤ リ
ティ収入

所有 なし
被所有
直接40.1

兼任
１名

販売代理
店として
の当社商
品 の 販
売、通信
機器設置
工事・保
守業務の
請負

※1
商品の売上

3,107 売掛金 373



  

２ 役員及び個人主要株主等 

 
（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．三立企業株式会社は、当社会長毒島秀行及びその近親者が議決権の100％を所有しております。 
３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1．製品及びカードシステムの使用料収入については、通常の取引価格であります。 

  

 
（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
※1．上記取引は、当社「役員賃借社宅規程」に基づき決定されております。 

  

３ 兄弟会社等 

 
（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
※1．商品の仕入等の支払については、価格交渉のうえ、決定した価格に基づいて支払っております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等
並びに
当該会
社等の
子会社

三立企業㈱ 群馬県 

桐生市

60 パチンコ
遊技場

所有 なし
被所有なし

兼任
なし

当社加盟
店（当社
製品の購
入、カー
ドシステ
ム の 使
用）

(カード発行高)

※1
製品の売上

(2,914)

４ 営業
未収入金

23

※1
カードシステ
ムの提供

 
 

10
前受収益

長期
預り金

４

４

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及

びその

近親者

寺内弘行 ― ― 代表取締役

社長

所有 なし 

被所有 0.6

― ―

※1

社宅家賃 1 ― ―

役員及

びその

近親者

岩井慶一 ― ― 取締役 所有 なし 

被所有0.0

― ―

※1

社宅家賃 1 立替金 0

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又は 
出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上 
の関係

その他

の関係

会社の

子会社

インター

ナショナ

ル・カー

ド・シス

テム㈱

東京都

渋谷区

151 パチンコホー

ル内システム

機器の構築・

設計・開発管

理・販売

所有 なし

被所有なし

兼任

１名

ソフトウエア

の開発、当社

商品及び通信

設備周辺機器

の購入

※1 

商品の仕入 7,765 買掛金 538



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

 ２. １株当たり当期純利益 

 
  

  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 241,959円28銭 １株当たり純資産額 263,639円03銭

１株当たり当期純利益 26,298円80銭 １株当たり当期純利益 30,862円18銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりませ
ん。

同左

項目
前事業年度

（平成18年３月31日)
当事業年度

（平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 
(百万円)

― 29,000

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 29,000

普通株式の発行済株式数(株) ― 110,000

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産の算定に 
用いられた普通株式の数(株)

― 110,000

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 2,908 3,394

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,892 3,394

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

(百万円) 

  利益処分による役員賞与金

 

15 ―

普通株式の期中平均株式数(株) 110,000 110,000



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

 
 

―――――――――――――――

 
  当社は平成19年5月16日開催の取締役会において、 
 日本レジャーカードシステム株式会社の株式を取得 
 し、子会社化することを決議し、平成19年6月11日に 
 株式取得を実施いたしました。 
  なお、詳細については以下のとおりであります。 
  
１．株式取得の目的 
   当社と同様の事業を営む同社を子会社化するこ 
  とにより、同社の豊富な経営資源を 大限に活用 
  し、同社とより緊密な事業運営を行うことによ 
  り、更なる効率経営を目指すものであります。 
  
２．株式取得先の名称 
   株式会社データ・アート 
  
３．子会社となる会社の概要 
 （名  称）日本レジャーカードシステム株式会社 
 （事業内容）遊技用プリペイドカードの発行並びに 
       カードシステム関連機器の開発及び 
       販売 
 （資 本 金）4,000百万円 
  
４．株式取得の時期 
   平成19年6月11日 
  
５．取得株式数、取得価額及び取得後の持分比率 
 （取得株式数）46,120株 
 （取得価額） 2,306百万円 
 （持分比率） 57.65％ 
  
６．支払資金の調達及び支払方法 
   支払資金は、自己資金で銀行振込により支払い 
  ました。 
 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【債券】 

  

 
  

  

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額(百万円)

有価証券
満期保有目的の 
債券

フォレスト・コーポレーション 
東京支店 
資産担保コマーシャルペーパー 
 
 

6,300 6,295

 
第231回 分離元本国債 
 
 

3,000 2,999

住商リース㈱  
コマーシャルペーパー

1,000 999

小 計 10,300 10,294

投資有価証券
満期保有目的の
債券

第45回 分離元本国債 3,000 2,920

第45回 分離元本国債 2,000 1,969

岩下兄弟㈱ 第２回無担保債 50 50

小 計 5,050 4,939

合計 15,350 15,234



【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

（注）１ 建物の増減額の主たる内容は、次のとおりであります。 
増加 Ｌｕｔｅｒｎａカード生産室の造作       3百万円 
減少 大阪支店事務所縮小に伴う設備の除却     4百万円 

       
２ 工具器具及び備品の増減額の主たる内容は、次のとおりであります。 

増加 加盟店用通信機器の取得          170百万円 
   Ｌｕｔｅｒｎａカード生産設備の増台     66百万円 
   新機種金型の製作              23百万円 
   研究開発機材の取得             13百万円 
減少 機器劣化等による不用設備の除却       31百万円 
   旧社内業務システム機器の除却        13百万円 

  

３ 特許権の減少額の内容は、次のとおりであります。 
減少 権利存続期間満了等による消滅        35百万円 
  

４ ソフトウェアの増加額の主たる内容は、次のとおりであります。 
増加 情報管理センター機能の追加        631百万円 
   社内業務システムの機能追加        186百万円 
   新ＪＧ－eサービスシステムの構築      71百万円 

  

５ その他無形固定資産の減少額の主たる内容は、次のとおりであります。 
減少 知的財産の消滅               18百万円 
   ソフトウェアへの振替（社内業務システム）  12百万円 

       
６ 長期前払費用の増加額の主たる内容は、次のとおりであります。 

増加 デビット子機使用許諾権の取得        30百万円 
  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額

又は 
償却累計額
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産

 建物 195 4 5 193 70 19 122

 工具器具及び備品 1,631 307 59 1,878 1,186 450 692

 土地 0 ― ― 0 ― ― 0

有形固定資産計 1,826 311 65 2,072 1,257 469 815

無形固定資産

  特許権 35 ― 35 ― ― 2 ―

 ソフトウェア 5,193 973 0 6,165 2,749 945 3,416

 その他無形固定資産 53 ― 31 22 2 1 20

無形固定資産計 5,281 973 67 6,188 2,751 949 3,436

長期前払費用 1,518 31 1 1,548 1,010 208 537



【社債明細表】 

  

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
     （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

        ２ その他の有利子負債の得意先からの長期預り金については返済期限の定めはありません。 

  

【引当金明細表】 

  

 
（注）１ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権に対する洗替によるものであります。 

２ 製品取替等引当金の「当期減少額（その他）」は、当社が負担するべき取替費用の支出見込額が減少したた

め、目的外取崩しを実施したことによるものであります。 

  

区 分 前期末残高（百万円）当期末残高（百万円） 平均利率（％） 返済期限

その他の有利子負債
1,035 770 0.65 －

長期預り金

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 329 265 123 187 284

賞与引当金 124 124 124 ― 124

役員賞与引当金 ― 13 ― ― 13

役員退職慰労引当金 45 9 7 ― 47

製品取替等引当金 821 40 ― 78 784



（２） 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 4

預金

当座預金 1,030

普通預金 7,862

計 8,892

合計 8,896

相手先 金額(百万円)

コスモ・イーシー株式会社 21

大興産業株式会社 3

ユーラク有限会社 2

有限会社アルプス商会 1

有限会社万盛 1

その他 5

合計 35

期日別 金額(百万円)

平成19年３月満期 2

平成19年４月満期 4

平成19年５月満期 4

平成19年６月満期 3

平成19年７月満期 1

平成19年８月以降満期 20

合計 35



③ 営業未収入金 

相手先別内訳 

  

 
  

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

相手先 金額(百万円)

株式会社善都 192

株式会社大成商事 131

株式会社ジュピター 105

有限会社エランドール 83

三共物産株式会社 81

その他 3,185

合計 3,779

期首残高(百万円) 
 

(Ａ)

当期発生高(百万円) 
 

(Ｂ)

当期回収高(百万円)
 

(Ｃ)

当期末残高(百万円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

7,949 6,739,862 6,744,032 3,779 99.9 0.3



④ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

  

  

相手先 金額(百万円)

株式会社光新星 450

日本レジャーカードシステム株式会社 436

株式会社ＳＡＮＫＹＯ 375

グローリー・リンクス株式会社 221

株式会社エース電研 221

その他 915

合計 2,621

期首残高(百万円) 
 

(Ａ)

当期発生高(百万円) 
 

(Ｂ)

当期回収高(百万円)
 

(Ｃ)

当期末残高(百万円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

2,975 17,225 17,739 2,621 87.8 59.3



⑤ 商品 
  

 
  

⑥ 製品 
  

 
  

⑦ 原材料 

  

 
  

⑧ 貯蔵品 

  

 
  

区分 金額(百万円)

Ｌｕｔｅｒｎａユニット 1,064

ＩＣユニット 513

Ｐｃａｎユニット 83

その他ユニット 93

その他 1,462

合計 3,217

区分 金額(百万円)

ＩＣカード 35

磁気カード 32

Ｌｕｔｅｒｎａコイン 15

Ｌｕｔｅｒｎａカード 4

合計 88

区分 金額(百万円)

磁気生カード 82

Ｌｕｔｅｒｎａ生コイン 57

ＩＣ生カード 54

ＶＩＣ生カード 5

Ｌｕｔｅｒｎａ生カード 3

合計 203

区分 金額(百万円)

保守部品 18

販促品 6

合計 25



負債の部 

① 買掛金 

  

 
  

② カード未精算勘定 

  

 
  

③ 営業未払金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

インターナショナル・カード・システム株式会社 538

りそな決済サービス株式会社 440

マミヤ・オーピー株式会社 355

サクサ株式会社 151

ＮＥＣトーキン株式会社 138

その他 485

合計 2,109

区分 金額(百万円)

平成16年３月期発行カード残高 91

平成17年３月期発行カード残高 84

平成18年３月期発行カード残高 83

平成19年３月期発行カード残高 4,764

合計 5,023

相手先 金額(百万円)

城山観光株式会社 23

宝山産業株式会社 16

有美観光有限会社 14

株式会社和弘 11

株式会社ムラタ 11

その他 123

合計 202



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会  ６月中

基準日  ３月31日

株券の種類  １株、10株、100株、500株

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数   －

株式の名義書換

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 9,030円（消費税額等を含む）

  株券登録料 １枚につき 525円（消費税額等を含む）

単元未満株式の買取り

  取扱場所   －

  株主名簿管理人   －

  取次所   －

  買取手数料   －

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告をすることができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とす
る。 
なお、電子公告は当会社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。 
http://www.gamecard.co.jp

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成18年３月８日に提出した有価証券届出書に係る訂正届出書を平成18年４月３日に関東財務局長に提

出 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第17期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月21日関東財務局長に提

出 

  

(3) 半期報告書 

事業年度 第18期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月25日関東財務局長に

提出 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成19年５月16日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２０日

日 本 ゲ ー ム カ ー ド 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ゲームカード株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本ゲームカード株

式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 井 哲 也 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２６日

日 本 ゲ ー ム カ ー ド  株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ゲームカード株

式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本ゲームカード株

式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年5月16日開催の取締役会において、日本レジャーカードシステム株式会社

の株式を取得し、子会社化することを決議し、平成19年6月11日に株式取得を実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 井 哲 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 入 江 秀 雄 
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